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１ 理事長によるメッセージ 

 

地方独立行政法人市立大津市民病院（以下「市民病院」といいます。）は、平成２９年４

月に地方独立行政法人となり、地域の中核病院として市民の期待に応えられるよう職員一

同努めてまいりました。 
 

市民病院は、令和５年度に第７事業年度を迎えました。 
 

第２期中期計画期間（令和３年度から令和６年度まで）の３年目となる令和５年度も、 
当該計画に沿って、大津保健医療圏域における病院間連携及び病診連携の中心として、市民

や地域の医療ニーズを的確に捉えながら、“信頼の絆でつながる、市民とともに歩む健康・

医療拠点”という病院理念のもと、全職員が一致団結して持続可能な病院運営に取り組みま

した。具体的な取り組みとしては、市民や地域の病院・診療所との連携を円滑に行うため、

従来の地域医療連携室、入退院センター、患者相談支援室、訪問看護ステーションを統合し

た地域医療連携支援センターを立ち上げました。また、大津市消防局との連携を強化し、救

命率向上及び後遺症軽減を目的に、ドクターカーの運用を開始しました。つぎに、訪れやす

い環境の整備として病院玄関や駐車場で車やタクシーからの乗降介助や車椅子での移動支

援などのコンシェルジュサービスを開始しました。さらには、地域の診療所の先生方を補助

し在宅患者の皆様が少しでも快適に生活できるように専門医による訪問診療を開始しまし

た。今後の取り組みとしては、在宅診療センターを新規開設することを予定しています。こ

れにより、診療、看護、歯科、リハビリテーション、栄養指導の５つの部門が連携し、パッ

ケージとして対応することでより、地域医療の更なる貢献に繋がると考えています。 
長きにわたり猛威を振るっていた新型コロナウイルス感染症は、５月８日から感染症法

の２類相当から５類感染症に移行しましたが、感染症指定医療機関として、発熱外来、中等

症以上の入院患者対応とともに宿泊施設療養者の対応も含め、移行前と変わらない対応を

続けていきました。また、新たな感染症が発生した時を想定して体制の整備は続けてまいり

ます。 
 
今後も予測できない事態が起こる可能性が十分にありますが、どのような状況において

も市民や患者の皆様に信頼される病院として医療を提供し、公立病院としての責務を果た

してまいります。 
 

地方独立行政法人市立大津市民病院   
                理事長 河 内  明 宏 
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２ 法人の目的、業務内容 

（１）目的 

   市民病院は、地域の中核病院として、市民に救急医療及び高度医療を始め、良質で安

全な医療を継続的かつ安定的に提供するとともに、地域の医療機関との機能分担及び

連携を行うことにより、市民の健康の維持及び増進に寄与することを目的としていま

す。 

 

（２）業務内容 

   市民病院の業務内容は、次のとおりです。 

  ア 医療を提供すること 

  イ 医療に関する調査及び研究を行うこと 

  ウ 医療に従事する者に対する研修を行うこと 

  エ 医療に関する地域への支援を行うこと 

  オ 人間ドック、健康診断等の予防医療を提供すること 
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３ 法人の位置付け及び役割 

市民病院が担う医療機能は急性期で、地域医療支援病院としての役割を持っています。

また、滋賀県保健医療計画において公立病院としての役割を果たすことが求められてい

ることから、大津保健医療圏域（以下「圏域」という。）における病院間連携及び病診連

携の中心として、市民や地域のニーズを的確に捉え、圏域のバランスを考慮しながら、効

果的な医療機能の充実を図り、医療水準の向上に努めています。また、「信頼の絆でつな

がる、市民とともに歩む健康・医療拠点」の理念のもとに地域の中核病院として市民の健

康の維持及び増進に寄与し、市民から求められる医療の提供や、圏域での医療提供体制

を確保します。市民の健康寿命の延伸については、健診センターを通じ、積極的に関与し

ていきます。さらには、訪問看護ステーションによる在宅患者への３６５日対応可能な

サービスの提供や、緩和ケアでの取組などを実施します。 

加えて新興感染症については、感染症指定医療機関として圏域のみならず滋賀県全域

で感染症医療の連携を図りながら対応します。 
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４ 中期目標の概要 

（１）市民病院を取り巻く現状、目指すべき姿 

地方独立行政法人第２５条第１項の規定に基づき、大津市長が定めた地方独立行政

法人市立大津市民病院第２期中期目標（令和２年１２月策定、以下「第２期中期目標」

という。）で示す市民病院を取り巻く現状及び目指すべき姿の概要は、次のとおりです。 
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（２）第２期中期目標の概要 

   第２期中期目標の各項でのサマリーは、次のとおりです。 
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５ 理事長の理念や運営上の方針・戦略等 

（１）理事長の理念 

 地方独立行政法人市立大津市民病院は、信頼の絆でつながる、市民とともに歩む健

康・医療拠点であり続けます。 

 

（２）運営上の方針・戦略等 

 ・市民に寄り添い、健康をサポートします。 

 ・２４時間３６５日、常に安心して受診できる体制を整えます。 

 ・広域感染症発生時や大規模災害発生時に市民を支えます。 

 ・患者さんとともにあり、治し支える病院となります。 

 ・質の高い医療を提供し、地域のニーズに応えます。 

 ・予防から緩和までがんに強い病院であり続けます。 
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６ 中期計画及び年度計画の概要 

（１）第２期中期計画の概要 

  ア 構成及び各項でのサマリー 

    第２期中期計画の構成及び各項でのサマリーは、次のとおりです。 
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  イ 各項の要旨 

 第２期中期計画の各項の要旨は、次のとおりです。 
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（２）第２期中期計画の達成に向けた令和５年度計画の取組状況 

  ア 全体的な状況  

 第２期中期計画期間の３年目となる令和５年度は、令和４年度の指標及び収支が

目標から大幅に下回った状況から、計画値の達成に向け、まずは過去の業績を目指

し更なる飛躍を果たせるように理事長と院長によるリーダーシップの下、将来を見

据えた病院運営のための５つの重点項目を掲げ、様々な取組を行いました。 

① 経営の効率化 

 経営状況を可視化し、目指すべき方向性を共有化、進捗管理することでＰＤＣＡ

サイクルを構築し、業務の管理を行いました。意思決定の見える化として経営会議

を開催し、会議での決定事項については診療部長所属長会議において情報の共有を

行いました。経営の見える化としては、理事長が医師及び看護局、医療技術局、事

務局の所属長に対して、個別ヒアリングを実施し、業務運営の改善及び効率化のた

めの目標値を設定し、共有を図りました。また、各診療科に月次の支出額を示し、

経費削減に取り組みました。 

② 地域連携の強化 

地域医療支援病院として開業医との連携を強化し、回復期、慢性期の後方医療機

関との連携の強化をしました。医療連携の強化として、地域の医療機関と地域医療

連携の会を対面形式で開催しました。当会では、理事長及び院長並びに診療部長が、

市民病院及び各診療科のアピールポイント等についてプレゼンテーションを行う

ことで、地域の病院及び診療所の先生方との顔の見える連携に資するものとなりま

した。また、関係機関との連携強化を図るため、大津市消防局と情報交換会を開催
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し、大津保健医療圏域における当院の果たすべき役割や救急受入体制等について情

報共有しました。人事交流の推進として、近隣診療所において必要とされる医療の

診療補助のために、医師や診療放射線技師、臨床検査技師の派遣や、連携している

地域の医療機関に対して、看護師の人事交流を行い、交流先病院の感染管理や褥瘡

管理などの体制を強化しました。市民との交流としては市民公開講座の開催に加

え、市民の健康増進に寄与するために健康相談やＡＥＤ取扱講習などを積極的に行

いました。 

③ 患者の増加に向けた対策 

急性期病院の患者は、診療所からの紹介、健診からの精密検査や診察、救急搬送

が中心となるため患者の増加に向けた対策の強化に努めました。患者紹介元とのよ

り一層の連携強化として、地域医療連携室、入退院センター、訪問看護ステーショ

ン、患者相談支援室からなる地域医療連携支援センターを立ち上げ、病院、診療所

からの意見を迅速に対応できるようにし、地域連携の更なる強化を図りました。ま

た、大津市消防局との連携を強化し、救命率向上及び後遺症軽減を目的に、ドクタ

ーカーの運用を開始しました。患者が訪れやすい環境の整備として病院玄関で車や

タクシーからの乗降介助や車椅子での移動支援などのコンシェルジュサービスを

開始しました。戦略的な情報発信として、広報部を創設し、インスタグラム等のＳ

ＮＳの活用や広報誌を手に取ってもらいやすい施設への配布など、情報が市民に広

く行き届くよう、広報活動を積極的に行い、市民や診療所に対し戦略的に情報を発

信し、認知度を高め患者から選ばれる病院を目指しました。 

④ 近未来への診療体制 

激動する時代の流れを把握し、将来を見据えた投資と超高齢社会の到来に向けた

準備を進めました。大津保健医療圏における当院の役割として、高齢者の急性期医

療提供体制や訪問診療の支援体制を整えました。今後は令和６年度から稼働する在

宅診療センターの開設準備室を立ち上げ、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリテー

ション、訪問栄養指導、訪問歯科診療などの一元的な提供を目指す予定としていま

す。 

⑤ 院内風土の刷新  

経営改善や業務改善に繋がる提案を全職員に募り、現場にある問題点の洗い出し

のみならず、職員が経営に参画する意識の醸成を図ることや風通しの良い職場づく

りにも資する職場風土に取り組みました。 

年度計画の達成を目指し前述の具体的な取組を進めた結果、各診療科の患者数や

医業収益の改善は見られましたが、全体では診療提供体制の変更（脳神経内科の常

勤医師が令和４年度末に退職）の影響は大きく、各指標が大きく改善することまで

には至りませんでした。 

財務状況として、損益面では、医業収益は令和４年度と比較して１０８百万円の
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増収となりましたが、診療提供体制の影響もあり大幅な収入増までには至らなかっ

たため（令和３年度比８１９百万円減収）、医業損益は、１４億８，５００万円の損

失となりました。また、運営費負担金や国等の補助金収益を加味した結果、４億５，

９００万円の経常損失となりました。資金面については、令和５年度も国や県から

の補助金等収入があったものの、年度期首比２，５００万円減少しました。今後も

病院理念の元、公立病院としての役割を果たすため、医療提供整備の体制を整え、

目標達成に向けて取組を継続していきます。 

 

  イ 項目別の状況  

第１ 年度計画の期間 

 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

１ 市民病院としての役割 

（１）５疾病に対する医療の提供 

地域の中核的な急性期病院として、５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖

尿病、精神疾患）に対する医療を提供するため、新たな検査機器を導入するなど

治療方法の適切な組み合わせ（手術、化学療法、放射線治療）にて提供しました。 

 

（２）４事業に対する医療の確保 

４事業（救急医療、災害医療、小児医療、周産期医療）では、救急医療におい

て、大津市消防局との連携並びに救命率向上及び後遺症軽減を目的に、ドクター

カーの運用を開始しました。また、災害医療への対応として、令和６年１月１日

に発生した能登半島沖地震において複数回に渡りＤＭＡＴ隊及び災害支援看護師

を派遣し、被災地区での活動を行いました。 

 

（３）在宅医療・介護との一層の連携強化 

神経難病の常勤医師不在のため、訪問患者件数は減少していますが、増加の取

組として、病棟の退院支援カンファレンスへ参加し、訪問看護が必要な患者を早

期に把握し、在宅医療へ移行しました。 

 

（４）感染症医療の充実及び強化 

平時からの取組として、新型コロナウイルス感染症のパンデミックにより一時

的に中止していたフルＰＰＥ（エボラ等１類感染症等を想定した個人防護具）着

脱訓練を再開しました。感染症指定医療機関として、令和６年度は滋賀県、大津
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市保健所と合同して１類感染症患者発生時の受入訓練を予定しています。 

 

（５）健康増進及び予防医療の充実及び強化 

健診センターにおいて、受診者の需要に応えるため、歯科検診、臓器別単独乳

腺コースの開始、鎮静下胃部内視鏡検査の増枠、日曜乳がん検診の毎月の実施等

に取り組みました。さらなる受診者増加を図るべく、手狭で老朽化していた男女

更衣室を移設、拡張するとともに、女性に優しい健診の提供を目指し、新たに女

性待合スペースの改装工事を開始しています。要精検者の受診率向上のため、健

診結果の説明ののち外来予約へ繋げる取組も始めました。 

 

２ 地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化 

（１）地域で果たすべき役割 

地域の医療機関から求められた場合は病床の使用状況を考慮のうえ、積極的に

患者を受け入れました。また、地域に根差した急性期病院の体制構築に対する取

組として、急変時における在宅療養患者を速やかに受け入れできる体制の構築に

取り組みました。また、将来見込まれる医療需要への対応力の強化として令和６

年度から稼働する在宅診療センターの開設準備室を立ち上げ、訪問診療、訪問看

護、訪問リハビリテーション、訪問栄養指導、訪問歯科診療などを一元的な提供

を目指しています。 

 

（２）地域医療支援病院としての役割 

地域医療連携室、入退院センター、訪問看護ステーション、患者相談支援室か

らなる地域医療連携支援センターを立ち上げ、病院、診療所からの意見に迅速に

対応が可能とし、地域の医療機関との機能分担と連携の一層強化を図りました。

また、大津市医師会への講師派遣や地域医療連携の会、学術講演会などを開催し、

地域の医療従事者を招き専門的知識や技術を共有し、地域医療機関との連携推進

を行いました。さらには、診療所の求めに応じて、当院で執刀していただけるよ

うに手術室の開放も行いました。 

 

（３）医療機関との連携強化 

大津市の保健福祉部門を始め、関係行政機関、大津市医師会等と引き続き連携

を図りました。さらに、病院や診療所へ医師、看護師及び医療技術職員の派遣を

行い、人事交流を推進しました。 

 

３ 市民・患者への医療サービス 

（１）市民・患者の求める医療サービスの提供 
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病院玄関や駐車場で車やタクシーの乗降介助や車椅子での移動支援など、患者

や付き添いの方が安全・安心に受診できるようコンシェルジュサービスを開始ま

した。また、患者満足調査を実施し、当院の診療提供体制についてどのような意見

があるのか調査し、意見については院内会議にて周知を行い、今後の患者サービ

スの向上に努めました。 

 

（２）患者サービスの向上 

 外部から経験豊富な講師を招き、座学だけでなく、実践的な形式として職員の

接遇能力の向上を図りました。また、セカンドオピニオン外来を設置し、より受

診しやすくしました。 

 

４ 医療の質の向上 

（１）医療の安全の徹底 

日本医療機能評価機構による病院機能評価の更新認定を受審し、認定交付を受

けました。認定において医療の質向上のために提示された改善点等については、

院内に設置した病院機能評価委員会での内部監査の際に定期的に確認し、継続的

に医療の質向上に向けて取り組んでいます。医療安全に対しては、医療安全カン

ファレンス、医療安全管理対策委員会を定例で開催し、医療事故を分析、再発防

止対策の充実を図りました。感染対策に対しては、感染管理室と感染対策チーム

及び抗菌薬適正使用支援チームが連携しながら、感染対策の構築及び強化に取り

組みました。 

 

（２）診療データ分析による医療の質と効率性の標準化 

医療資源投入量のベンチマークを提示し、他院に比べて多く使用している材料

に関しては、クリニカルパスを見直しました。 

 

（３）チーム医療の充実 

 入退院センターで予約入院・手術目的の予約入院患者から退院までを一貫して

サポートしました。また、多職種と協働した支援体制で、安全・安心な入院治療

を提供し、患者サービスの向上に努めています。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 経営の効率化 

（１）原価計算を基にした業務運営の改善 

 院内の按分基準に則った原価計算を実施し、診療科ごとの支出率を算定し、毎

月の会議にて提示し、業務運営の改善に努めました。 
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（２）診療科目の適正化 

 医師並びに看護局、医療技術局及び事務局の所属長に対して、個別ヒアリング

を実施し、業務運営の改善及び効率化のための目標値を設定し、共有を図りまし

た。 

 

（３）病床数の適正化 

感染症患者が増加した時期には感染症病床や緩和ケア病床を利用し、急性期病

床を止めない取り組みを行いました。また、患者増加が見込まれたときは休床病

床を柔軟に変更し、適切な急性期病床の確保に努めました。 

 

（４）労働生産性の向上 

経営会議及び理事会にて診療科別の医師１人当たり診療収入について、改善策

を議論しました。 

 

（５）効率的かつ効果的な設備投資 

予算の範囲で修理不能医療機器及び備品の更新を順次行うとともに、特に短期

間で収益の向上が見込める医療機器については「戦略的医療機器」と位置付けて

整備を行い、収益の向上に努めました。 

 

２ 経営管理機能の充実 

（１）業務運営体制の強化 

 病院の経営上重要であると判断される内容については、これを経営会議におい

て十分に議論した後、理事会等において、経営情報からの課題の抽出、戦略の検

討等を迅速かつ的確に行いました。 

 

（２）業務管理（リスク管理）の充実 

全職員を対象にコンプライアンス研修を実施しました。ハラスメントの理解と

ハラスメントのない職場環境を作ることを目標に研修を実施しました。個人情報

の保護については、職員研修を行うとともに、個人情報漏えいが起きた際の対応

フロー図を作成し、職員に通知しました。 

 

３ 組織運営体制の強化と職員の意識変革 

（１）組織運営体制の強化 

医師の働き方改革に対応するため、タスクシフト及び宿日直業務の見直しのた

め、職員を採用しました。また、研修医の確保についても連携先を増やすことで幅

広い研修を実践できる環境を整備しました。 
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（２）職員の意識変革 

  中期計画目標達成のための行動指針として、５つの重点目標（経営の効率化・

地域連携の強化・集患対策・近未来への診療体制・院内風土の刷新）を軸としたサ

クセススパイラルプログラムを新たに策定しました。これに沿って、職員一丸と

なって、持続可能な病院経営の実現に向け取り組みました。また、職員提案によ

る業務改善の推進や、優れた活動に対して職員やチームを讃える表彰制度を実施

しました。 

 

（３）計画的で効果的な人材育成 

職員研修では、必要なスキルなどを中心とした参加型の研修を行い、研修受講

者の職務意識の向上、人間力の形成、幅広い教養と社会性を養成しました。 

  医師の人事評価制度については、制度設計を完了し、令和６年度から運用を開

始できるよう説明会を開催しました。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

 新型コロナウイルス感染症への対応や効率的な医療資源の活用のために令和５

年度も令和４年度に引き続き病棟の休床等を行っていること、診療体制の変更の

影響により、医業収益が減少し、費用については人件費や経費が微増であった結

果、収支バランスの適正化に至りませんでした。 

なお、新型コロナウイルス感染症対応に伴う補助金収益を加味しても、医業収

益の減少が多く、４億５，９００万円の経常損失を計上しました。 

 

１ 収支バランスの適正化 

（１）収入の安定的確保及び収益の最適化 

医師と事務とが連携し、新たな手技に対する施設基準の届出を行いました。ま

た、看護配置に関する施設基準に関しても看護体制を確認しながら、令和６年度

から新たに加算が取得できるように取り組みました。また、ＤＰＣⅢ超え患者を

見える化し、毎週のミーティングで共有し、適切にベッドコントロールするなど、

在院日数の短縮に努めました。 

 

（２）支出及び費用の抑制 

 人件費の適正化として、働き方改革における医療職間のタスクシフトの推進を

行いました。材料費の削減については、契約先のベンチマークを利用しながら納

入業者との価格交渉を行いました。 
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２ 運営費負担金 

政策的医療については、総務省の通知に基づいて金額を算定し、大津市と算定方

法について協議することで、金額抑制に努めました。 

 

３ 計画期間内の収支見通し 

理事会において、年度計画の主要な指標の達成状況を報告するとともに、今後の

改善に向け、院内で情報共有しました。また、四半期ごとに評価委員会に対して報

告を行いました。 

 

  ウ 項目別の主な年度計画値と実績値の対比 

項  目 年度計画値 実績値 備考 

Ⅰ 第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 市民病院としての役割 

がん手術件数 

化学療法件数 

放射線治療件数（新規患者に係るも

のに限る。） 

緩和ケア病棟利用患者数 

脳卒中患者数 

血栓溶解療法件数 

血栓回収療法件数 

外来での脳血管疾患リハビリテーシ

ョン実施患者数 

入院での脳血管疾患リハビリテーシ

ョン実施患者数 

急性心筋梗塞患者数 

急性心筋梗塞患者の病院到着後９０

分以内の初回ＰＣＩ実施割合 

ＰＣＩ実施件数 

冠動脈ＣＴ検査件数 

外来での心大血管疾患リハビリテー

ション実施患者数 

入院での心大血管疾患リハビリテー

ション実施患者数 

５７８件以上 

２，０５７件以上 

１１５件以上 

 

２１７人以上 

２０２人以上 

６件以上 

７件以上 

２，１００人以上 

 

１１，３３５人以上 

 

４３人以上 

７２．９％以上 

 

１４６件以上 

３３５件以上 

２，６２２人以上 

 

２，５５５人以上 

 

４６５件 

１，７０４件 

１３２件 

 

１７０人 

１１６人 

６件 

６件 

１，９４５人 

 

７，３１３人 

 

３０人 

５４.５％ 

 

１３０件 

２９８件 

２，４３８人 

 

２，８０７人 

 

△１１３ 

△３５３ 

＋１７ 

 

△４７ 

△８６ 

０ 

△１ 

△１５５ 

 

△４，０２２ 

 

△１３ 

△１８．４ 

 

△１６ 

△３７ 

△１８４ 

 

＋２５２ 
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糖尿病・慢性腎臓病患者への栄養管

理実施割合 

糖尿病透析予防指導及びフットケア

の実施件数 

通院精神療法の算定数 

入院精神療法の算定数 

救急車搬送入院患者数 

救急車搬送受入件数 

救急車受入要請件数 

救急搬送応需率 

救急入院患者数 

救急入院患者割合 

救急ストップ時間 

小児科入院患者数 

小児科救急受入件数 

小児科外来患者数 

小児科紹介患者数 

特定看護師数 

在宅療養利用者訪問件数 

感染管理認定看護師数 

市民向け公開講座開催回数 

市民向け公開講座延べ受講者数 

健診センター総受診者数 

人間ドック受診者数 

がん検診受診者数 

乳がん検診受診者数 

胃がん検診（内視鏡）受診者数 

子宮がん検診受診者数 

肺がん検診受診者数 

大腸がん検診受診者数 

８１．６％ 

 

６０９件以上 

 

６，７７７件以上 

８２２件以上 

１，３９７人以上 

３，５１６件以上 

３，５４３件以上 

９９．２％以上 

２，５９０人以上 

１７．６％以上 

２９時間以下 

２，４３７人以上 

２，１６３件以上 

９，７９４件以上 

４７８人以上 

６人以上 

８,７０４件以上 

 

３人以上 

１０回以上 

６４０人以上 

１２，６３５人以上 

３，４０２人以上 

４，４２０人以上 

１，２９８人以上 

６６人以上 

８２人以上 

２，３９６人以上 

５７８人以上 

５９.４％ 

 

４４５件 

 

１０,２４２件 

１，０１４件 

１，６８３人 

４，０５１件 

４，１８３件 

９６．８％ 

２，８３２人 

１９．５％ 

７４時間 

１，９６５人 

１，２１０人 

７，２５２人 

４３４人 

７人 

５，８１９件 

 

２人 

１１回 

５１２人 

７，７６８人 

２，５７８人 

２，１０１人 

８７４人 

１９８人 

３１０人 

３０５人 

３７５人 

△２２．２ 

 

△１６４ 

 

＋３，４６５ 

＋１９２ 

＋２８６ 

＋５３５ 

＋６４０ 

△２．４ 

＋２４２ 

＋１．９ 

（△）＋４５ 

△４７２ 

△９５３ 

△２，５４２ 

△４４ 

＋１ 

△２，８８５ 

 

△１ 

＋１ 

△１２８ 

△４，８６７ 

△８２４ 

△２，３１９ 

△４２４ 

＋１３２ 

＋２２８ 

△２，０９１ 

△２０３ 

２ 地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化 

紹介率 

逆紹介率 

地域医療機関訪問回数 

地域医療機関向け研修実施回数 

８０．０％以上 

１０４．９％以上 

３２５回以上 

５０回以上 

８０．０％ 

１０１．３％ 

１７４回 

１３回 

０ 

△３．６ 

△１５１ 

△３７ 
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３ 市民・患者への医療サービス 

外来に係る患者満足度調査の「満足」

及び「やや満足」と回答した者の割合

の合計値 

入院に係る患者満足度調査の「満足」

及び「やや満足」と回答した者の割合

の合計値 

患者満足度調査における相談体制に

関する項目の「満足」及び「やや満足」

と回答した者の割合の合計値 

接遇研修会実施回数 

接遇研修会受講時アンケートの「参

考になった」と回答した者の割合 

患者満足度調査における接遇に関す

る項目の「満足」及び「やや満足」と

回答した者の割合の合計値 

患者満足度調査における医師の応対

と説明に関する項目の「満足」及び

「やや満足」と回答した者の割合の

合計値 

患者満足度調査におけるＡＣＰに関

する項目の「満足」及び「やや満足」

と回答した者の割合の合計値 

８５．７％以上 

 

 

９３．２％以上 

 

 

９０．０％以上 

 

 

２回以上 

９１．０％以上 

 

９０．０％以上 

 

 

９０．０％以上 

 

 

 

８０．０％以上 

７９．９％ 

 

 

９３．７％ 

 

 

８４．０％ 

 

 

２回 

９７．０％ 

 

８６.０％ 

 

 

８５．９％ 

 

 

 

― 

△５．８ 

 

 

＋０．５ 

 

 

△６．０ 

 

 

０ 

＋６．０ 

 

△４．０ 

 

 

△４．１ 

 

 

 

― 

４ 医療の質の向上 

医療安全研修会開催回数  

医療安全研修会に係る受講者満足度

調査の「満足」及び「やや満足」と回

答した者の割合の合計値 

クリニカルパス適用患者割合  

１２回以上 

７７．０％以上 

 

 

４９．１％以上 

６回 

９４.９％ 

 

 

５０．９％ 

△６ 

＋１７.９ 

 

 

＋１．８ 

Ⅱ 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 経営の効率化 

医師１人１日当たり診療収入 

医師１人１日当たり入院患者数 

２７１．１千円以上 

３．１人以上 

２０９．０千円 

２．３人 

△６２．１ 

△０．８ 

２ 経営管理機能の充実 

― ― ― ― 

３ 組織運営体制の強化と職員の意識変革 
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― ― ― ― 

Ⅲ 第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 収支バランスの適正化 

単年度資金収支 

医業収支比率 

経常収支比率 

営業費用対医業収益等 

入院診療単価 

平均在院日数 

ＤＰＣⅡ期間以内患者割合 

手術件数 

病床稼働率 

ＩＣＵ稼働率 

延べ入院患者数 

新規入院患者数 

新規入院患者数のうちＩＣＵ患者数 

新規入院患者数のうち一般病棟新規

患者数 

外来診療単価 

外来患者数  

職員給与費対医業収益等 

材料費比率 

後発医薬品指数 

委託費比率 

△２４百万円以上 

１０２．２％以上 

１０５．６％以上 

１０５．２％以下 

６２，１３６円以上 

１３．２日以下 

５７．９％以上 

３，７１２件以上 

８７．４％以上 

１１９．０％以上 

１２３，２０７人以上 

８，７０７人以上 

３６７人以上 

８，１８７人以上 

 

１５，９６６円以上 

１９８，４１０人以上 

５７．１％以下 

２１．８％以下 

９４．０％以上 

１１．３％以下 

△２５百万円 

８６．９％ 

９６．４％ 

１２３．９％ 

６３，８４４円 

１３．５日 

６１．０％ 

２，６９３件 

７３．５％ 

１００．５％ 

１０５，７５２人 

７，３０９人 

３１２人 

６，９９７人 

 

１６，１６２円 

１７０，００６人 

７２．３％ 

２２．０％ 

９３．１％ 

１２．８％ 

△１ 

△１５．３ 

△９．２ 

（△）＋１８．７ 

＋１，７０８ 

（△）＋０．３ 

＋３．１ 

△１，０１９ 

△１３．９ 

△１８．５ 

△１７，４５５ 

△１，３９８ 

△５５ 

△１，１９０ 

 

＋１９６ 

△２８，４０４ 

（△）＋１５．２ 

（△）＋０．２ 

△０．９ 

（△）＋１．５ 

注 詳細については、「令和５年度の業務実績に関する小項目評価結果報告書」をご確認

ください。 
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７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

（１）ガバナンスの状況 

 

（２）役職員等の状況（令和６年３月３１日現在） 

氏名 役職 任期 担当及び経歴 

河内 明宏 理事長（常勤） R4.10.1 ～ R7.3.31  

日野 明彦 副理事長（常勤） R5.4.1 ～ R7.3.31 院長 

西村 由香 理事（常勤） R5.4.1  ～ R7.3.31 看護局長 

押栗 雅則 理事（常勤） R5.4.1  ～ R7.3.31 事務局長 

北野 博也 理事（非常勤） R5.4.1  ～ R7.3.31 社会医療法人誠光会 理事長 

三木 恒治 理事（非常勤） R4.4.1 ～ R6.3.31 済生会滋賀県病院 院長 

内海 靖 理事（非常勤） R5.4.1  ～ R7.3.31 公認会計士、税理士 

田中 正志 監事（非常勤） R3.7.1  ～  

令和６年度財務諸表承認日 

公認会計士、税理士 

野嶋 直 監事（非常勤） R3.7.1  ～  

令和６年度財務諸表承認日 

弁護士 

注 理事長と監事は大津市長が任命し、理事は理事長が任命する。役員の任期は、 
理事長が４年、理事は２年、監事は４年。 

   役員が欠けた場合の補欠の役員の任期は、前任者の在任期間。 
 
（３）職員の状況（令和６年３月３１日現在） 

ア 常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。） 
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８８５人（出向者の数含む、前年比＋１７人） 
※内訳：医師１１５人、看護師４４３人、医療技術員１５５人、その他１７２人 

イ 平均年齢 

  ４３．２歳 
ウ 法人への出向者の数 

５人 
 
（４）重要な施設等の整備等の状況（主なもの） 
  ア 当事業年度中に建替及び整備が完了した主要施設等 
    駐車場 駐車場機器の更新 

本館棟 無停電電源装置用蓄電池更新 
        高圧変電設備機器改修 
        医療ガス設備改修 
        エレベータ改修 
    別館棟 屋上防水工事 

エレベータ改修 
    その他 旧ケアセンターおおつ棟改修（食堂の設置） 
  イ 当事業年度において建替中の主要施設等の新設・拡充 
    なし 
  ウ 当事業年度中に処分した主要施設等 
    なし 
 
（５）純資産の額及び出資者ごとの出資額（単位：百万円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 
出資金  ２６２ － － ２６２ 
資本剰余金  ０ － － ０ 
利益剰余金  ５，００７ － ６５２ ４，３５５ 

 注 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 
 
（６）財務の状況 

ア 財源の内訳（補助金、運営費交付金、借入金、債券発行等） 
区 分 金額（単位：百万円） 構成比率（％） 

収入    
業務収入 １１，９０６ ９１．９ 
その他収入 １，０５０ ８．１ 

 合 計 １２，９５６  
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イ 自己収入に関する説明 
市民病院では、医療サービスを提供することで、９，８８８百万円の自己収入を得

ています。この自己収入は、診療報酬等の診療業務収益９，８３２百万円、訪問看護

ステーション収益５６百万円となっています。 
（７）社会及び環境への配慮等の状況 

市民病院は、社会及び環境への配慮の方針として、滋賀県低炭素社会づくりの推進に

関する条例に基づき、温室効果ガスの排出削減に取り組むこととしています。取組の結

果として経済産業省資源エネルギー庁よりエネルギー使用の合理化等に関する法律

（省エネ法）に基づいた事業クラス分け評価で最高位であるＳランクに認証されまし

た。 
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８ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１）リスク管理の状況 

   市民病院では、中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、定款第１条の目

的を有効かつ効率的に果たすために定める内部統制の推進に関する規程に基づき、法

人の業務の適正な実施を阻害する要因をリスクとして識別、分析評価し、当該リスクへ

の適切な対応を選択します。 

  〔体系図〕 
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（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

市民病院では、監事監査、内部監査、会計監査、第三者機関による病院機能の監査等

により業務運営上の課題・リスクの確認を行い、改善に取り組んでいます。また、業務

範囲の網羅性を確保したうえで、直面するリスクを洗い出し、洗い出したリスクの規

模・特性を踏まえ、管理対象とするリスク管理を継続的に実施出来るように今後取り組

む予定です。 

発生が想定されるリスクの一覧は、次のとおりです。 

リスクカテゴリー リスク項目 

医療事故等リスク 医療事故による患者死亡等、不適切な対応 

患者生命に支障のない医療事故 

設備･機械の損傷･故障 

施設管理ミスによる病院利用者の死傷事故 

院内感染（患者・医療者） 

病院食による患者の食中毒 

法令等違反リスク 大量の個人情報漏洩 

情報資産の漏洩・流出 

針刺し事故等労働災害 

医療廃棄物の違法処理・不法投棄 

セクハラ･パワハラ等 

倫理規程・就業規則等違反 

職員不祥事（飲酒運転等業務外） 

反社会的勢力との関わり 

贈収賄 

主務官庁、設立団体への虚偽報告 

資産損失リスク 不適切な契約 

現金や金券の盗難 

領収書の不正発行による着服 

医薬品・診療材料の安易な失敗廃棄 

医薬品・診療材料の不正持ち出し 

現金の過不足の発生（会計処理） 

診療費の不払い（回収不能） 

システムリスク 情報システムの障害・破壊による業務中断 

ウイルス汚染（システム） 

事務処理リスク 診療報酬改定内容のフォロー不足 

算定基準の充足要件確認不足 

請求前のレセプトチェック不備 
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加算項目の算定漏れ 

苦情・クレーム処理（対応困難な患者の対応） 

経営プロセスリスク 施設・設備投資失敗 

人材流失（引き抜き、集団退職） 

外部環境リスク 地震・津波 

台風・集中豪雨 

火災爆発 

水・電気供給等停止事故 

暴力行為・不審者侵入 

風評による病院イメージ低下 

医療制度・介護保険制度変更 

診療報酬マイナス改定 

購買物品の高騰 

競合病院開業 
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９ 業績の適正な評価の前提情報 

（１）地域で必要とされている医療の提供 

市民病院の特徴は、予防から治療までの医療サービスの提供に取り組み、かつ地域に

おいて必要とされる在宅医療・介護に関して訪問看護サービスの提供を行っているこ

とであり、地域包括ケアシステムの要として市民の多様なニーズに応えています。 

特に、救急医療、感染症医療、在宅医療の後方支援、健康増進・予防医療などに積極

的に取り組み、市民が安心して暮らせる地域づくりに貢献しています。 

 

（２）質の高い人材の育成・確保 

診療機能の維持・強化のため、医師の派遣元大学との密接な連携の強化に努め、広く

人材を外部に求めることにより、医師を始め、看護職員、薬剤師その他医療職の確保に

努めています。 あわせて、チーム医療を支える認定医・認定看護師などの高い専門性

を持った有資格者の育成に努めるとともに、診療報酬制度を熟知した人材の確保並び

に医療経営に長たけた人材の育成及び確保についても、将来的な院内配置を見据え、計

画的に推進しています。 

 

  



34 

１０ 業務の成果と使用した資源との対比 

（１）自己評価 

項  目 小項目 

評価※ 

行政コスト 

（百万円） 

Ⅰ 第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

１ 市民病院としての役割 

⑴ ５疾病に対する医療の提供 
⑵ ４事業に対する医療の確保 
⑶ 在宅医療・介護との一層の連携強化 
⑷ 感染症医療の充実及び強化 
⑸ 健康増進及び予防医療の充実及び強化 

２ 

２ 

２ 

３ 

２ 

１１，３３９ 

２ 地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化 

 ⑴ 地域で果たすべき役割 

⑵ 地域医療支援病院としての役割 

⑶ 関係機関との連携強化 

３ 

２ 

３ 

 

３ 市民・患者への医療サービス 

 ⑴ 市民・患者の求める医療サービスの提供 

⑵ 患者サービスの向上 

２ 

３ 

 

４ 医療の質の向上 

 ⑴ 医療の安全の徹底 

⑵ 診療データ分析による医療の質と効率性の標準化 

⑶ チーム医療の充実 

３ 

３ 

３ 

 

Ⅱ 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 経営の効率化 

 ⑴ 原価計算を基にした業務運営の改善 

⑵ 診療科目の適正化 

⑶ 病床数の適正化 

⑷ 労働生産性の向上 

⑸ 効率的かつ効果的な設備投資 

３ 

３ 

３ 

２ 

３ 

 

２ 経営管理機能の充実 

 ⑴ 業務運営体制の強化 

⑵ 業務管理（リスク管理）の充実 

３ 

３ 

 

３ 組織運営体制の強化と職員の意識変革 

 ⑴ 組織運営体制の強化 

⑵ 職員の意識変革 

３ 

３ 
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⑶ 計画的で効果的な人材育成 ３ 

Ⅲ 第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 収支バランスの適正化 

  前文 

⑴ 収入の安定的確保及び収益の最適化 

⑵ 支出及び費用の抑制 

２ 

２ 

２ 

 

２ 運営費負担金 

 運営費負担金 ３  

３ 計画期間内の収支見通し 

 計画期間内の収支見通し ３  

法人共通 １，６２８ 

合計 １２，９６７ 

 注 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 
 ※ 詳細につきましては、業務実績等報告書を御確認ください。 

 

（２）当中期目標期間における設立団体による過年度の総合評価の状況 

大項目 ／ 大項目評価※ 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

第２ 市民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

Ｃ Ｃ   

第３ 業務運営の改善及び効率化に関す

る目標を達成するためとるべき措置 
Ｃ Ｂ   

第４ 財務内容の改善に関する目標を達

成するためとるべき措置 
Ｃ Ｃ   

 ※設立団体の大項目評価基準は、次のとおりです。 

評価 基 準 

Ｓ 
特筆すべき進捗状況にある。 

（全ての小項目の評価が３から５まで、かつ、評価委員会が特に認める場合） 

Ａ 
計画どおり進んでいる。 

（全ての小項目の評価が３から５まで） 

Ｂ 
おおむね計画どおり進んでいる。 

（項目の評価において、３から５までが８割以上） 

Ｃ 
やや遅れている。 

（小項目の評価において３から５までが５割以上８割未満） 

Ｄ 遅れている。 
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（小項目の評価において３から５までが５割未満） 

Ｅ 
重大な改善すべき事項がある。 

（評価委員会が特に認める場合） 
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１１ 計画と実績との対比 

   令和５年度計画における第５以降の実績等は、次のとおりです。 

［第５ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画］ 

（１） 予算（令和５年度）（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 

差 額 

（決算-計画） 

主な理由など 

収入     

 営業収益 １２，６５５ １２，６９１ ３６  

  医業収益 １１，０７６ １０，０３３ △１，０４３ 新型コロナウイルス、診

療体制による影響 

  運営費負担金収益 １，５４９ １，４６６ △８３ 交付区分の変更によるもの 

  その他営業収益 ３０ １，１９２ １，１６２ 新型コロナウイルス感染

症関連補助金 

 営業外収益 １９７ ２７６ ７９  

  運営費負担金収益 ７５ ８１ ６  

    運営費交付金収益 － ７７ ７７ 交付区分の変更によるもの 

  その他営業外収益 １２２ １１９ △３  

資本収入 ４２５ ６９６ ２７１  

  長期借入金 ４２５ ５８３ １５８  

  補助金 ０ １１３ １１３  

 計 １３，２７７ １３，６６３ ３８６  

支出     

 営業費用 １１，４９７ １１，８３９ ３４２  

  医業費用 １０，６１５ １０，９９６ ３８１  

   給与費 ６，３５５ ６，８８８ ５３３ 新型コロナウイルス感染症対応

やタスクシフトのための職員数

増加 

   材料費 ２，７０７ ２，５８５ △１２２ 収入減に伴うもの 

   経費 １，５３４ １，５１５ △１９ 収入減に伴うもの 

   研究研修費 １９ ７ △１２  

  一般管理費 ８８２ ８４３ △３９  
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   給与費 ２２５ ２７１ ４６  

   経費 ６５７ ５７３ △８４  

営業外費用 １１３ ３７５ ２６２  

 資本支出 １，６９１ １，４７３ △２１８  

  建設改良費 ５１６ ３３７ △１７９  

  償還金 １，１７５ １，１２９ △４６  

  貸付金 － ７ ７  

 計 １３，３０１ １３，６８７ ３８６  

  注 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 

 

（２） 収支計画（令和５年度）（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 

差 額 

（決算-計画） 

主な理由など 

収入の部 １３，１５４ １２，３１５ △８３９  

 営業収益 １２，９６８ １２，０３７ △９３１  

  医業収益 １１，２８２ ９，８５８ △１，４２４ 新型コロナウイルス、診

療体制による影響 

運営費負担金収益 １，５４９ １，４６６ △８３ 交付区分の変更によるもの 

  資産見返補助金等戻入 １０７ １６５ ５８  

  その他営業収益 ３０ ５４８ ５１８ 新型コロナウイルス感染

症関連補助金 

 営業外収益 １８６ ２７８ ９２  

  運営費負担金収益 ７５ ８１ ６  

  運営費交付金収益 － ７７ ７７ 交付区分の変更によるもの 

  その他営業外収益 １１１ １２０ ９  

 臨時利益 － １ １  

支出の部 １２，４５７ １２，９６７ ５１０  

 営業費用 １１，８６９ １２，２１７ ３４８  

  医業費用 １１，０３７ １１，３３９ ３０２  

   給与費 ６，２１６ ６，８３７ ６２１ 新型コロナウイルス感染症対応

やタスクシフトのための職員数
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増加 

   材料費 ２，４５６ ２，１７２ △２８４ 収入減に伴うもの 

   経費 １，３４８ １，３９８ ５０  

   減価償却費 ９９９ ９１９ △８０  

   研究研修費 １８ １３ △５  

  一般管理費 ８３２ ８７８ ４６  

   給与費 ２２５ ２８９ ６４  

   経費 ５７７ ５５９ △１８  

   減価償却費 ３０ ３０ ０  

 営業外費用 ５８６ ５５６ △３０  

 臨時損失 ２ １９４ １９２  

純利益 ６９７ △６５２ △１，３４９  

 総利益 ６９７ △６５２ △１，３４９  

  注 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 

 

（３） 資金計画（令和５年度）（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 

差 額 

（決算-計画） 

主な理由など 

資金収入 １６，０５１ ２０，２９９ ４，２４８  

 業務活動による収入 １２，８４０ １２，９６６ １２６  

  診療業務による収入 １１，００２ ９，９９７ △１，００５ 新型コロナウイルス感染

症、診療体制による影響 

運営費負担金等による 

収入 

１，６２４ １６２４ －  

  その他の業務活動に 

よる収入 

２１４ １，３４５ １，１３１ 新型コロナウイルス感染

症関連補助金 

 投資活動による収入 － １１４ １１４  

補助金等収入 － １１３ １１３ 新型コロナウイルス感染

症関連補助金 

  貸付の回収による回収 － １ １  

財務活動による収入 ４２５ ５８３ １５８  
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長期借入れによる収入 ４２５ ５８３ １５８  

前年度繰越金 ２，７８６ ６，６３７ ３，８５１  

資金支出 １６，０５１ ２０，２９９ ４，２４８  

 業務活動による支出 １１，６３７ １２，１０７ ４７０  

  給与費支出 ６，５８０ ７，１０１ ５２１ 新型コロナウイルス感染症対応

等職員数増による増加 

  材料費支出 ２，４６１ ２，３６８ △９３ 収入減に伴うもの 

  その他の業務活動に 

よる支出 

２，５９６ ２，６３９ ４３  

投資活動による支出   ３８６ ３５８ △２８  

  固定資産の取得に 

よる支出 

３８６ ２２２ △１６４  

その他の投資活動に 

よる支出 

－ １３６ １３６  

 財務活動による支出 １，２６６ １，２２２ △４４  

  移行前地方債償還債務 

の償還による支出 

７７９ ７７９ ０  

長期借入金の償還 

による支出 

３９６ ３５０ △４６  

  その他の財務活動に 

よる支出 

９１ ９３ ２  

次年度繰越金  ２，７６２ ６，６１２ ３，８５０  

 注 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 

 

［第６ 短期借入金の限度額］ 

  短期借入金の実績はありません（限度額は２，０００百万円）。 

 

［第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画］ 

  ありません。 

 

［第８ 剰余金の使途］ 
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    当期未処理損失は６５２百万円であり、前期までの積立金３，７９８百万円のうち６

５２百万円を取崩して処理しました。 

［第９ 料金に関する事項］ 

   健康診断・人間ドックオプション検査について、健診コースの充実を図るために新た

なオプション、コースの見直しをしました。また、他の健診施設と比べて高い価格設定

があった場合はその見直しをしました。さらには、令和６年４月から開始する人間ドッ

ク閑散期割引についての費用を設定しました。 

   患者の目線に立った医療を推進するための取り組みとして、セカンドオピニオン外

来、医師面談に関する費用を設定しました。 

 

［第１０ 地方独立行政法人市立大津市民病院の業務運営、財務及び会計並びに人事管

理に関する規則（平成２８年大津市規則第１０３号）第６条で定める事項］ 

１ 施設及び設備に関する計画（令和５年度）（単位：百万円） 

【関連指標】  

内 容 実績額 財 源 

施設整備   ３３２ 長期借入金、一部運営費負担金及び補助金 

医療機器整備 ２４６ 長期借入金、一部補助金 

 

２ 人事に関する計画  

社会における在宅での診療ニーズに応えるため、在宅診療センター開設準備室を

設置し、令和６年度から在宅診療業務を本格的に実施する体制整備を行いました。ま

た、当院の取り組みを外部へ効果的に発信することを目的として、広報を担当する部

署を新設しました。 

【関連指標】 

・職員体制等 

令和５年度期末での職員体制は８８５人（退職３４人、採用４３人）で、期首から

９人減、前年度末比で１７人増である。〔職員体制の内訳（単位は人）〕 

 職種 期首 採用 退職 期末 

正 嘱 契 正 嘱 契 正 嘱 契 正 嘱 契 

病

院 

 

医師 68 45 0 4 6 0 2 6 0 70 45 0 

看護師 416 9 27 5 0 0 14 0 0 407 9 27 

医療技術職 129 21 5 5 1 0 5 1 0 129 21 5 
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 事務職 35 50 29 2 0 6 0 0 2 37 50 33 

補助員 2 17 23 0 0 14 0 0 4 2 17 33 

  合計 876 43 34 885 

人事評価制度については、医療専門職を始めとする人材育成に有意的につながるよ

う、引き続き人事評価制度の制度定着に努めました。評価結果を処遇や給与へ反映させ

る制度については、医師に関して、制度策定を完了し、令和６年度運用を開始できる状

態としました。 

令和２年度から進めている「待遇改善・生産能力向上・正規職員転換実現プラン」に

おいて、正規職員転換制度の策定を完了し、令和６年度から転換試験を実施できる状態

としました。 
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１２ 要約した財務諸表 

（１）貸借対照表（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

有形固定資産 

無形固定資産 

投資その他の資産 

 

 

 

流動資産 

現金及び預金 

医業未収金 

施設運営事業未収金 

棚卸資産 

その他 

 

 

９，７９８ 

８，９９２ 

３０９ 

４９７ 

 

 

 

８，４０４ 

６，６１２ 

１，６５４ 

７９ 

５８ 

２ 

 

 

 

 

固定負債 

引当金 

リース債務 

 移行前地方債償還債務 

 長期借入金 

その他 

 

流動負債 

未払金、未払費用 

一年以内支払リース負債 

引当金 

一年以内返済予定移行前 

 地方債償還債務 

一年以内返済予定長期借 

入金償還債務 

その他 

１０，６５３ 

４，７４９ 

２５３ 

３，０６７ 

１，５３２ 

１，０５２ 

 

２，９３２ 

１，１９８ 

８７ 

３５４ 

７９４ 

 

４２９ 

 

７１ 

負債合計 １３，５８５ 

純資産の部 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

２６２ 

０ 

４，３５５ 

純資産合計 ４，６１７ 

資産合計 １８，２０２ 負債純資産合計 １８，２０２ 

計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 
 

（２）行政コスト計算書（単位：百万円） 

科目 金額 

Ⅰ 損益計算上の費用 １２，９６７ 

診療業務費 １１，３３９ 

一般管理費 ８７８ 

その他経常費用 ５５６ 

臨時損失 １９４ 

Ⅱ 行政コスト １２，９６７ 
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計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 
 

（３）損益計算書（単位：百万円） 

科目 金額 

経常収益（A） １２，３１４ 

診療業務収益 

その他経常収益 

１２，０３７ 

２７８ 

経常費用（B） １２，７７３ 

診療業務費 

一般管理費 

その他経常費用 

１１，３３９ 

８７８ 

５５６ 

臨時損益（C） △１９３ 

当期純損益（A-B+C） △６５２ 

計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 
 

（４）純資産変動計算書（単位：百万円） 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 ２６２ － ５，００７ ５，２６９ 

当期変動額 － － △６５２ △６５２ 

 利益処分による積立 － － － － 

当期純損益 － － △６５２ △６５２ 

当期末残高 ２６２ － ４，３５５ ４，６１７ 

計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 
 

（５）キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円） 

科目 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A） １７２ 

   診療業務活動によるキャッシュ・フロー ２６７ 

   利息の受払額 △９６ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B） ４４３ 

    運営費負担金収入 ６８７ 

  固定資産の取得による支出 △２２２ 

    その他 △２２ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △６３９ 

Ⅳ 資金増加額（又は減少額）（D=A+B+C） △２５ 
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Ⅴ 資金期首残高（E） ６，６３７ 

Ⅵ 資金期末残高（F=D+E） ６，６１２ 

計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 

 

１３ 財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長による説明情報 

（１）貸借対照表 

令和５年度末現在の資産合計は１８，２０２百万円となり、対前年度比１，４６２百

万円減（７％減）となっています。これは、固定資産が対前年度比４７７百万円減（５％

減）及び流動資産が対前年度比９８５百万円減（１０％減）となったことが主な要因で

す。 

 

（２）行政コスト計算書 

   令和５年度の行政コストは１２，９６７百万円となっています。 

 

（３）損益計算書 

令和５年度の経常損益は△４５８百万円となり、対前年度比１，４４７百万円減とな

っています。なお、臨時損失１９４百万円を計上した結果、当期純損益は△６５２百万

円となり、対前年度比１，５１９百万円減となっています。 

 

（４）純資産変動計算書 

令和５年度末現在の純資産は、当期純損失６５２百万円を減額した結果、４，６１７

百万円となりました。 

 

（５）キャッシュ・フロー計算書 

令和５年度末の資金残高は、６，６１２百万円となり、期首（６，６３７百万円）か

ら２５百万円減少しています。 
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１４ 内部統制の運用に関する情報 

市民病院は、中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、定款に定める法人

の目的を有効かつ効率的に果たすため内部統制制度を整備し、内部統制担当理事を責

任者とする体制により内部統制の推進を図っています。方針の策定を始め、内部統制を

統括推進する組織として内部統制推進委員会を設置しており、制度や体制の継続的な

見直しを図っています。 

令和４年度にはハラスメント対策について大きく見直しを行いました。内部統制委員

会の機能強化を図りハラスメント事案の調査検証を新たに所掌事項とし、事案に応じ

て外部の有識者に参画いただくなど、公正中立な対応を組織的に実施する体制を再構

築しました。 
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１５ 法人の基本情報 

（１） 沿革、組織図その他の法人の概要 

明治３２年 滋賀県立避病院（伝染病院）を大津市に移管、大津伝染病院開設 
明治４０年７月 大津市圓山病院と改称 

昭和１２年４月 
大津回生病院と改称、１市２箇村組合立伝染病院（大津市・雄琴村・

坂本村・下阪本村）として膳所錦町字打明に開設 
昭和３９年１月 現在地に移転、大津市民病院に改称 

平成２９年４月 
大津市が地方独立行政法人市立大津市民病院を設立し、病院事業及び

介護老人保健施設事業並びにこれに附帯する事業を法人に移管 
平成３０年３月 介護老人保健施設事業廃止 
令和２年３月 看護専門学校運営事業を廃止 

 
（２）設立に係る根拠法 
   地方独立行政法人法（法律第百十八号） 
 
（３）組織図 
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（４）事務所の所在地   

名 称 所在地 
市立大津市民病院 大津市本宮二丁目９番９号 

 

 


